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１ はじめに 

令和２年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から国民生活と経済を支

えるため、各種施策を講じてきたが、大幅な下押しとなった。今後も、当該感染症の拡大防

止を図りながら、経済的な影響を注視し、状況に応じて臨機応変に必要な対策を講じると

ともに、経済の自律的な成長とデフレからの脱却に向けて、外需の取り込み、成長分野へ

の投資などを加速していくことが重要である。 

地方行財政対策としては、国の基本方針である「経済再生なくして財政健全化なし」の

下、国の取組と基調を合わせて歳出改革等に取り組むとともに、地方自治体間の広域連携

や地方行財政の見える化を推進することで、将来の人口構造の変化に対応した持続可能な

地方行財政制度を構築することとしている。また、感染収束後、早期に地方財政の歳出構

造を平時に戻すとともに、感染症対応として実施された地方創生臨時交付金などの地方自

治体の自由度が高い予算措置について、事業の使途等の比較検証を行うこととしている。 

このような中、鹿児島県では、平成２４年３月策定の行財政運営戦略を９年ぶりに見直

し、「持続可能な財政構造の構築」に向け、令和４年３月に中長期的な行財政改革の新たな

指針をまとめる予定としている。 

本市においても、「霧島市行政改革大綱」の下、行政評価を活用した事務事業の再点検等

の徹底、効果的・効率的な予算編成を行うとともに、平成３０年１２月に策定した「霧島市

経営健全化計画（第３次）」の中で将来にわたり持続可能な健全財政を維持するための方向

性を定め、適切な行財政運営に努めたところである。 

一方、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の対応に伴い、国の３次に及ぶ補正等

の影響を受け、本市では過去最高の１７号に及ぶ一般会計補正予算を編成し、最終的な予

算現額は ８１５億６，６０３万８千円となった。また、新型コロナウイルス感染症緊急

対応策は、第１６弾に達し、総事業費は １７０億６，０２１万４千円となった。 

  その結果、令和２年度普通会計決算額は、歳入総額が ８２０億１，７６８万５千円、

歳出総額が ７８３億１，０９８万３千円と過去最高額になり、前年度との比較では歳入

が １８４億４，０３４万９千円、２９．０％、歳出が １７３億６，６３２万３千円、２

８．５％の大幅増となった。 

この「決算概要」は、地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）に基づいて行わ

れている令和２年度地方財政状況調査（決算統計）に基づき財政分析を行ったものである。 
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２ 総括  (第１～２表・第１図(P３)、第３表(P５)、第５表(P11)、第７表(P15)、

第 12 表(P21)参照) 

  令和２年度の普通会計決算は、 

   歳入総額 ８２０億１，７６８万５千円 

    （うち令和元年度からの繰越分 ３１億６，８６１万３千円） 

歳出総額 ７８３億１，０９８万３千円 

    （うち令和元年度からの繰越分 ２９億４，２４４万９千円） 

で、前年度と比較し、歳入は ２９．０％増加、歳出は ２８．５％増加した。 

各指数を前年度と比較すると、経常収支比率は、一般財源を充当する経常的経費の増加

以上に、普通交付税及び地方消費税交付金の増加に伴う経常一般財源等の増加が大きかっ

たことから １．５ポイント改善し ９０．５％となった。 

公債費負担比率は、０．９ポイント改善し １５．２％、実質公債費比率は ０．２ポイ

ント改善し ６．５％となった。 

  市の借金に当たる市債の令和２年度末現在高は、前年度末に比べ １３億５，６０７万

１千円減少し ５２９億４，５７６万５千円となった。 

一方、市の貯金に当たる積立基金の令和２年度末現在高は、前年度末に比べ ５億９，

９３４万９千円減少し ２１２億４，０２９万１千円となった。 

  前年度との比較では、まず、歳入の主なものとして、国庫支出金 １６０億６，９２３

万９千円（前年度比 １５２．８％）、県支出金 ６億９，６９１万４千円（同 １３．

３％）、地方消費税交付金 ４億８，６８４万円（同 ２１．７％）、寄附金 ４億５，４

５４万１千円（同 ６９．９％）、市債 ４億１３０万円（同 ８．４％）、繰入金 ３億

９，５２１万９千円（同 １２．９％）、地方交付税 ３億４，７１８万４千円（同 ２．

４％）が増加し、諸収入 １億４，２８１万３千円（同 １９．３％）、市税 １億２，２

４１万４千円（同 ０．７％）、地方特例交付金 １億２５７万円（同 ４２．９％）が減

少した。 

  一方、歳出では、義務的経費のうち人件費が １１億５，９７０万９千円（同 １２．

７％）、扶助費が １０億９，２９５万２千円（６．７％）、公債費が １億５５２万７千

円（同 １．６％）それぞれ増加し、義務的経費全体では ２３億５，８１８万８千円（同 

７．４％）増加した。投資的経費では、普通建設事業費が ６億６，８７９万１千円（同 

７．５％）、災害復旧事業費が ２億２，４５３万６千円（同 ４２．５％）増加し、投資

的経費全体で ８億９，３３２万７千円（同 ９．５％）増加した。その他の経費では、主

なものとして維持補修費が ８，８６６万９千円（同 １３．１％）、投資・出資・貸付金

が １，４８５万３千円（同 １２．０％）減少したものの、補助費等が １３４億２，６

５２万３千円（同 ２９９．０％）増加し、その他の経費全体では １４１億１，４８０万

８千円（同 ７２．６％）増加した。 

  最近における決算規模の推移は第２表及び第１図のとおりである。 
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 (単位:千円,％)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率

歳 入 総 額 61,514,655 ▲ 1.4 63,190,063 2.7 59,095,198 ▲ 6.5 63,577,336 7.6 82,017,685 29.0

歳 出 総 額 58,950,333 ▲ 1.0 61,377,106 4.1 56,422,545 ▲ 8.1 60,944,660 8.0 78,310,983 28.5

歳 入 歳 出 差 引 2,564,322 ▲ 9.4 1,812,957 ▲ 29.3 2,672,653 47.4 2,632,676 ▲ 1.5 3,706,702 40.8

第１図
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第２表 決算規模の推移

第１表　収支状況及び各指数

        (単位：千円,％)

歳入総額 82,017,685 63,577,336 59,095,198 50,107,511 29.0

収 歳出総額 78,310,983 60,944,660 56,422,545 48,613,909 28.5

歳入歳出差引 3,706,702 2,632,676 2,672,653 1,493,602 40.8

支 翌年度へ繰越すべき財源 1,005,345 668,816 350,912 336,506 50.3

実質収支 2,701,357 1,963,860 2,321,741 1,157,096 37.6

状 単年度収支 737,497 ▲ 357,881 816,373 － －

積立金 989,072 771,333 414,515 － 28.2

況 繰上償還金 －

積立金取崩し額 1,999,698 1,597,000 1,537,495 － 25.2

実質単年度収支 ▲ 273,129 ▲ 1,183,548 ▲ 306,607 － －

財政力指数（３か年平均） 0.56 0.56 0.55 0.79 －

標準財政規模 34,200,306 33,706,815 33,882,470 25,919,279 1.5

基準財政収入額 15,595,386 15,338,976 15,139,033 15,300,033 1.7

基準財政需要額 28,447,553 27,435,566 26,914,261 19,885,846 3.7

経常一般財源等収入額 32,687,543 32,067,830 32,308,148 25,399,089 1.9

実質収支比率 7.9 5.8 6.9 4.5 －

経常一般財源等比率 95.6 95.1 95.4 98.0 －

経常収支比率 90.5 92.0 90.5 94.3 －

公債費負担比率 15.2 16.1 16.7 12.1 －

実質公債費比率（３か年平均） 6.5 6.7 7.3 4.2 －

対前年度比
(増減率）

平成30年度
令和元年度
類似都市

令和２年度 令和元年度

指

数

等

区 分
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３ 決算収支 (第１表(P３)参照) 

 （１）形式収支と実質収支 

    形式収支（歳入歳出差引額）は ３７億６７０万２千円で、繰越明許費に充当する

翌年度へ繰り越すべき財源（１０億５３４万５千円）を控除した実質収支は ２７億

１３５万７千円の黒字となった。 

    一般的に ３～５％程度が望ましいといわれている、実質収支額の標準財政規模 

（３４２億３０万６千円）に占める割合である実質収支比率は ７．９％となった。 

    実質収支比率が高くなった主な要因は、新型コロナウイルス感染症対策関連で歳入

歳出総額がともに過去最高額となり大幅に増加したが、特に歳入の増加額が歳出の増

加額を上回ったことによるものである。 

 

 （２）単年度収支  

    令和２年度の実質収支（２７億１３５万７千円）から前年度の実質収支（１９億６，

３８６万円）を差し引いた単年度収支は ７億３，７４９万７千円の黒字となった。 

    黒字となった主な要因は、実質収支が前年度を上回ったことによるものである。 

 

 （３）実質単年度収支  

    単年度収支には表れない財政調整基金への積立て・取崩し、繰上償還の影響を加味

した令和２年度の実質単年度収支は ２億７，３１２万９千円の赤字となった。 

    赤字となった主な要因は、財政調整基金の取崩し額が積立額を上回ったことによる

ものである。 

 
４ 財政構造 

 （１）歳入 (第３表(P５)、第２～３図(P６)参照) 

令和２年度決算における歳入総額は、８２０億１，７６８万５千円で前年度（６

３５億７，７３３万６千円）と比較して １８４億４，０３４万９千円、２９．

０％増加した。 

 決算額の構成割合は、国庫支出金が ３２．４％で最も高く、次いで市税が １９．

８％、地方交付税 １７．７％、県支出金 ７．３％の順となった。 

 歳入の主な項目について前年度と比較すると、国庫支出金が １６０億６，９２３

万９千円（対前年度比 １５２．８％）、県支出金が ６億９，６９１万４千円（同 １

３．３％）、地方消費税交付金が ４億８，６８４万円（同 ２１．７％）それぞれ増

加した。 

 一方、諸収入が １億４，２８１万３千円（対前年度比 １９．３％）、市税が １

億２，２４１万４千円（同 ０．７％）それぞれ減少した。 
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 増加の主な要因として、国庫支出金については、（新型コロナ）特別定額給付金給付

事業費・事務費補助金 １２５億６，７４２万４千円、新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金 １７億４，１００万２千円などが増加したことによるもので

あり、県支出金については、畜産クラスター事業費をはじめとする普通建設事業費支

出金が ５億８，３３０万５千円増加したことによるものである。 

減少の主な要因として、諸収入については、プレミアム付商品券売上収入が ２億

２，５９２万５千円減少したことによる。市税については、法人市民税が １億８，

４３６万２千円減少したことによるものである。 

このほか、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた令和２年度の特徴としては、

航空機燃料譲与税が １億１，２３２万９千円（同 ７４．５％）、入湯税が ４，５

６６万５千円（同 ４５．７％）減少したことなどがあげられる。 

 
（ア）自主財源（市税、繰入金、繰越金等）と依存財源 (第４図(P７)参照) 

本市が自主的に調達し得る収入（自主財源）は ２５９億６，１２１万９千円（市民

一人当たり ２０万７，７０１円）で、前年度の ２５４億３，７００万６千円と比べ、

５億２，４２１万３千円、２．１％増加した。内訳では、寄附金、繰入金等が増加した。 

     依存財源は ５６０億５，６４６万６千円（同 ４４万８，４７７円）で、前年度の 

３８１億４，０３３万円と比べ、１７９億１，６１３万６千円、４７．０％増加した。 

     これらの財源の構成比率は ３１．７：６８．３となっており、前年度の ４０．０：

６０．０と比較すると、自主財源の占める割合が ８．３ポイント低下した。 

     自主財源の占める割合が大きく低下した主な要因は、新型コロナウイルス感染症対策

として（新型コロナ）特別定額給付金給付事業費及び新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金等が交付されたことによるものである。 

     行政活動の自主性と財政基盤の安定性を確保するためには、自主財源の比率を高める

必要がある。 

   なお、令和元年度全国類似都市における住民一人当たりの自主財源の額及び構成比は、 
２０万３，６５４円、５０．１％である。 

 

  （イ）一般財源等と特定財源 (第５図(P７)参照) 

使途が特定されていない一般財源等は ４３６億８，４１０万１千円（市民一人当た

り ３４万９，４９２円）、構成比 ５３．３％、使途が特定されている特定財源は  

３８３億３，３５８万４千円（同 ３０万６，６８６円）、構成比 ４６．７％となって

いる。令和元年度全国類似都市における住民一人当たりの額及び構成比は、一般財源等

が ２５万６，７１４円、６３．１％、特定財源が １５万１３２円、３６．９％であ

る。 

対前年度比は、一般財源等が ３１億４，０８７万５千円の増、特定財源が １５２

億９，９４７万４千円の増となっている。一般財源等の増加要因は、新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金等の国庫支出金、地方消費税交付金等の増によるもの

であり、特定財源の増加要因は、（新型コロナ）特別定額給付金給付事業費等が交付され

たこと等により、国庫支出金が増加したことによるものである。 
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地域の実態に沿った自主的な施策を実施していくためには、できるだけ多くの一般財

源等を確保することが望ましい。 

一方、特定財源は、当該年度の事業とりわけ普通建設事業の実施状況に大きく影響さ

れるものである。このため普通建設事業の実施に当たっては、国県支出金等の確保に努

め、一般財源等との効果的な活用を図るとともに、市債については世代間の負担の公平

性に配慮しつつ、地方交付税措置のあるものを積極的に活用する必要がある。 

 

（ウ）経常的収入と臨時的収入 (第６図(P７)参照) 

経常的収入は、毎会計年度で継続的、かつ、安定的に確保できる見込みの収入で歳入

構造の安定性を表す指標となるものである。臨時的収入は、恒常的に収入されるもので

はない一時的・臨時的性質の収入である。 

市税や地方交付税を主とする経常的収入は ４７２億２，１２０万７千円で、前年度

（４５７億５，０１２万１千円）に比べて ３．２％の増となった。 

また、市債や繰入金等の臨時的収入は ３４７億９，６４７万８千円で、前年度（１

７８億２，７２１万５千円）に比べ ９５．２％増加した。臨時的収入が大幅に増加し

た要因は、新型コロナウイルス感染症対策として（新型コロナ）特別定額給付金給付事

業費及び新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等が交付されたこと等によ

るものである。 

歳入に占める経常的収入の割合は、５７．６％（前年度 ７２．０％）であり、この割

合は、歳入構造の安定性を表す指標となるものである。なお、臨時的収入の割合は ４

２．４％（同 ２８．０％）である。 
また、市民一人当たりの経常的収入は ３７万７，７９１円で、令和元年度全国類似

都市の ３０万４，４０９円を ７万３，３８２円上回っている。 

歳入に占める経常的収入が高ければ高いほど、経常的支出が相対的に低ければ低いほ

ど、臨時的経費に充当し得る経常的財源に余裕が生じ、行政水準の向上を図ることがで

きるとともに、収入変動があった場合の収支均衡の確保が容易になり、行政活動の安定

的発展が期待できることから、今後も歳出において、経常的経費の徹底した節減を図り

ながら、経常的収入の確保に努めなければならない。

-9-



第４表　歳出の状況（目的別）

(単位：千円，％)

区   分

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減比 決 算 額 構成比

議会費 299,385 0.4 299,349 0.5 36 0.0 322,065 0.7

総務費 22,129,651 28.2 9,050,011 14.8 13,079,640 144.5 6,402,638 13.2

民生費 23,626,028 30.2 22,376,011 36.7 1,250,017 5.6 20,461,566 42.1

衛生費 4,245,490 5.4 3,884,028 6.4 361,462 9.3 4,007,775 8.2

労働費 52,893 0.1 44,097 0.1 8,796 19.9 99,391 0.2

農林水産業費 2,506,512 3.2 1,964,512 3.2 542,000 27.6 484,885 1.0

商工費 1,961,021 2.5 1,162,711 1.9 798,310 68.7 864,959 1.8

土木費 5,475,698 7.0 4,151,600 6.8 1,324,098 31.9 4,657,079 9.6

消防費 2,082,915 2.6 1,928,843 3.2 154,072 8.0 1,752,455 3.6

教育費 8,372,150 10.7 8,854,321 14.5 ▲ 482,171 ▲ 5.4 5,490,385 11.3

災害復旧費 752,398 1.0 527,862 0.9 224,536 42.5 154,567 0.3

公債費 6,806,842 8.7 6,701,315 11.0 105,527 1.6 3,912,449 8.0

その他 3,695 0.0

合   計 78,310,983 100.0 60,944,660 100.0 17,366,323 28.5 48,613,909 100.0

令 和 元 年 度
類  似  都  市

令和２年度 令和元年度 比        較
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  （エ）経常一般財源等 (第１表(P３)、第３表(P５)参照) 

      歳入構造の安定性と弾力性をさらに分析するため、経常的収入のうち一般財源等につ

いて分析してみると、令和２年度の一般財源等は ３２６億８，７５４万３千円で、前年

度（３２０億６，７８３万円）より ６億１，９７１万３千円増加している。これは、地

方消費税交付金が ４億８，６８４万円、地方交付税が ３億５，０９６万２千円、

法人事業税交付金が １億３，２５６万３千円それぞれ増加したこと等が要因である。 

また、経常一般財源等比率（経常一般財源等の標準財政規模（その地方公共団体の標準

的な状態で、通常収入される経常一般財源等の規模）に対する割合）は、９５．６％で前

年度（９５．１％）に比べ、０．５ポイント増加しており、令和元年度全国類似都市（９

８．０％）と比較すると ２．４ポイント下回っている。 

      この経常一般財源等比率は、「１００」を越える度合が高いほど経常一般財源等に余裕

があることを示しており、歳入構造がより弾力的であると言えるので、今後も増嵩する

財政需要に対応して、経常一般財源等の確保には特段の努力が必要である。 

 
  （オ）財政力指数 (第１表(P３)参照) 

     財政分析を行う際、地方公共団体の財政力を把握する指標として、経常一般財源等比

率と併せて財政力指数がある。 

この指数は、地方交付税法の規定により算定された基準財政需要額（地方公共団体が、

合理的で妥当な水準で行政活動を行っていくために、最小限必要な財政需要）で基準財

政収入額（通常、標準的に徴収し得るであろうと考えられる税収入等のうち基準財政需

要額に見合う額）を除して得た数値の過去３か年の平均値をいい、「１」に近いほど、さ

らに「１」を超えるほど財政力が強いとされている。 

本市の令和２年度の財政力指数（３か年平均）は ０．５６で、前年度と変わらなか

ったものの、令和元年度の全国類似都市（０．７９）との比較では ０．２３ポイント下

回っている。 

 
（２）歳出 (第４表・第７図(P10)、第５表(P11)、第８～10 図(P12)参照)  

令和２年度決算における歳出総額は ７８３億１，０９８万３千円で、前年度（６０

９億４，４６６万円）と比較すると １７３億６，６３２万３千円、２８．５％増加し

た。「目的別」「性質別」等の分類による歳出の特色については次のとおり。 

 

（ア）目的別歳出の状況 (第４表・第７図(P10)、第８図(P12)参照) 

行政目的別に歳出の構成比をみてみると、民生費 ３０．２％（前年度構成比 ３６．

７％）が最も高く、次に総務費 ２８．２％（同 １４．８％）、教育費 １０．７％（同 

１４．５％）、公債費 ８．７％（同 １１．０％）、土木費 ７．０％（同 ６．８％）

の順となっている。 

前年度に対する伸率では、総務費が １４４．５％増と最も高く、次いで商工費が ６

８．７％、災害復旧費が ４２．５％、土木費が ３１．９％増加している一方、教育費

が ５．４％減少している。 
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増加費目のうち、総務費については、（新型コロナ）特別定額給付金給付事業による事

業費の増加、商工費については、事業継続支援給付金給付事業による事業費の増加、災

害復旧費については、大規模災害の発生による事業費の増加、土木費については、隼人

駅東土地区画整理事業における事業費の増加が主な要因である。 

また、減少費目のうち、教育費については、小中学校等への空調設備整備による事業

費の減少が主な要因である。 

 

  （イ）性質別歳出の状況 (第５表(P11)、第９～10 図(P12)、第６表(P15)参照) 

歳出を性質別に分類し、前年度と比較してみると、義務的経費は ３４４億１，６７

４万９千円（構成比 ４４．０％）で、前年度（３２０億５，８５６万１千円 構成比 

５２．６％）より ２３億５，８１８万８千円、７．４％増加している。人件費が １１

億５，９７０万９千円、１２．７％、扶助費が １０億９，２９５万２千円、６．７％そ

れぞれ増加したことが主な要因である。 

また、行政水準の向上に対して積極的な経費ともいえる投資的経費は １０３億４，

４６６万１千円（構成比 １３．２％）で、前年度（９４億５，１３３万４千円、構成比 

１５．５％）より ８億９，３３２万７千円、９．５％増加している。普通建設事業費で 

６億６，８７９万１千円、７．５％、災害復旧事業費で ２億２，４５３万６千円、４

２．５％それぞれ増加したことが要因である。令和元年度全国類似都市の投資的経費 ５

４億３，０２９万７千円（構成比 １１．２％）と比較した場合、４９億１，４３６万４

千円上回っている。 

物件費、繰出金等で構成されるその他の経費は、３３５億４，９５７万３千円（構成

比４２．８％）で、前年度（１９４億３，４７６万５千円、構成比３１．９％）より １

４１億１，４８０万８千円、７２．６％増加している。 

増加経費のうち、人件費については会計年度任用職員制度の開始に伴い、雇用に係る

経費区分が物件費（賃金）から人件費（報酬等）に変更になったこと、扶助費については

新型コロナウイルス感染症対策として子育て世帯臨時特別給付金、ひとり親世帯臨時特

別給付金を給付したほか、保育・教育無償化が通年実施となったこと、補助費等は新型

コロナウイルス感染症対策として（新型コロナ）特別定額給付金を給付したことなどが

増加の主な要因である。 

 
  （ウ）経常的経費と臨時的経費 (第５表(P11)参照) 

     令和２年度の経常的経費は ４５７億８，３９６万７千円（前年度 ４５０億８３７

万４千円）で、臨時的経費は ３２５億２，７０１万６千円（同 １５９億３，６２８万

６千円）となっている。構成割合は ５８．５：４１．５（同 ７３．９：２６．１）で

経常的経費が臨時的経費を上回っているものの、新型コロナウイルス感染症対策として

（新型コロナ）特別定額給付金給付事業の実施等により、例年より臨時的経費の割合が

上昇した。 

 経常的経費の構成比が高くなれば財政の弾力性が低くなるので、今後も経常的経費の

抑制を図り、経常余剰財源の確保に努める必要がある。 
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市債の状況

第６表　公債費の状況

(単位：千円，％)

令和２年度 令和元年度 比          較

決  算  額 決  算  額 増 減 額 増 減 率

市債元利償還金 6,806,842 6,701,315 105,527 1.6

性質別 元金 6,518,571 6,343,379 175,192 2.8

内  訳 利子 288,271 357,936 ▲ 69,665 ▲ 19.5

一時借入金利子 0 0

合          計 6,806,842 6,701,315 105,527 1.6

使用料・手数料 146,760 164,387 ▲ 17,627 ▲ 10.7

諸　収　入 0 995 ▲ 995         皆 減

国県支出金 0 29 ▲ 29         皆 減

一般財源等 6,660,082 6,535,904 124,178 1.9

第７表　市債現在高の状況

(単位：千円,％）

             年    度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 構 成 比

   区    分

公共事業等債 1,745,004 1,550,248 1,384,452 1,246,126 1,274,192 2.4

一般単独事業債 23,483,566 22,193,750 19,717,471 19,691,744 19,030,830 35.9

公営住宅建設事業債 1,066,458 842,921 640,314 485,961 347,221 0.7

学校教育施設等整備事業債 1,774,852 2,671,265 3,039,533 2,834,644 2,921,039 5.5

辺地対策事業債 972,081 890,604 846,184 801,738 820,599 1.5

公共用地先行取得等事業債 0 0 0 0 0 0.0

災害復旧事業債 408,546 482,201 455,408 464,615 538,011 1.0

一般廃棄物処理事業債 1,057,171 640,943 454,932 265,761 105,390 0.2

厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0 0.0

社会福祉施設整備事業債 1,048 878 707 533 357 0.0

一般補助施設整備等事業債 10,400 10,400 7,800 5,201 7,001 0.0

過疎対策事業債 2,125,433 1,911,697 1,768,374 1,608,904 1,519,125 2.9

県予算貸付金等 0 0 0 0 0 0.0

21,359 2,000 1,000 0 194,400 0.4

財源対策債 1,641,671 1,484,413 1,358,632 1,237,701 1,152,773 2.2

臨時財政特例債 35 0 0 0 0 0.0

調整債(S60～63) 0 0 0 0 0 0.0

減税補填債 576,164 459,498 343,963 264,075 193,627 0.4

臨時税収補填債 44,114 0 0 0 0 0.0

臨時財政対策債 25,079,915 25,348,998 25,402,538 24,978,249 24,471,194 46.2

その他 43,570 38,937 34,152 29,211 24,107 0.0

329,212 308,477 287,919 267,275 246,346 0.5

154,100 154,100 134,838 115,575 96,313 0.2

8,325 7,065 5,798 4,523 3,240 0.0

合          計 60,543,024 58,998,395 55,884,015 54,301,836 52,945,765 100.0

区          分

減収補填債(S61･H5～7･9～30・令和
1～2年度分)

（旧）緊急防災・減災事業債

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

全国防災事業債

財
源
別
内
訳

-15-



             年    度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 構成比

   区    分

財政融資(旧資金運用部資金含む) 29,357,597 29,831,178 29,736,705 28,743,233 28,581,786 54.0

旧郵貯資金 421,279 176,911 130,289 110,215 93,276 0.2

旧簡保資金 2,503,272 2,110,095 1,722,676 1,351,882 1,021,535 1.9

計 32,282,148 32,118,184 31,589,670 30,205,330 29,696,597 56.2

9,791,869 9,165,841 8,439,637 7,697,273 7,051,873 13.3

国の予算貸付・政府関係機関貸付 329,212 308,477 287,919 267,275 246,346 0.4

県の予算貸付け等 0 0 0 0 0 0.0

市中銀行 8,356,497 8,634,067 7,678,925 7,769,435 8,470,375 16.0

その他の金融機関 8,453,432 7,454,346 6,667,002 7,258,083 6,470,362 12.2

共済組合等 1,329,866 1,317,480 1,220,862 1,104,440 1,010,212 1.9

合          計 60,543,024 58,998,395 55,884,015 54,301,836 52,945,765 100.0

政府
資金

第８表　借入先別市債現在高の状況

地方公共団体金融機構資金（旧公庫資金含む）

(単位：千円,％)

 第９表　目的別市債現在高の状況
( 単位：千円，％ )

１　普　通　債 28,594,897 1,216,400 2,148,300 4,411,064 27,548,533 52.0

 （１）総  務 827,052 71,200 21,400 342,875 576,777 1.1

 （２）民  生 533 0 0 176 357 0.0

 （３）衛　生 306,389 0 0 186,103 120,286 0.2

 （４）労  働 0 0 0 0 0 0.0

 （５）農林水産 687,350 23,700 97,700 104,286 704,464 1.3

 （６）公有林 267,275 0 0 20,929 246,346 0.5

 （７）商  工 305,159 0 0 12,141 293,018 0.5

 （８）土  木 4,341,776 141,800 132,900 566,754 4,049,722 7.6

 （９）公営住宅 485,961 0 0 138,740 347,221 0.7

 （10）消  防 1,106,583 0 199,300 162,764 1,143,119 2.2

 （11）教  育 3,242,596 273,200 0 251,953 3,263,843 6.2

 （12）過疎対策 1,608,904 52,100 98,300 240,180 1,519,124 2.9

 （13）辺地対策 801,738 70,500 75,900 127,539 820,599 1.5

 （14）合併特例 14,584,370 583,900 1,522,800 2,251,520 14,439,550 27.3

 （15）一般会計出資 29,211 0 0 5,104 24,107 0.0

２　災害復旧債 464,615 23,100 131,800 81,504 538,011 1.0

 （１）農林水産 66,997 2,800 26,600 22,307 74,090 0.1

 （２）土　木 397,618 20,300 105,200 59,197 463,921 0.9

 （３）教　育 0 0 0 0 0 0.0

 （４）その他 0 0 0 0 0 0.0

３　その他 25,242,324 0 1,642,900 2,026,003 24,859,221 47.0

 （１）減収補てん 0 0 194,400 0 194,400 0.4

 （２）減税補てん 264,075 0 0 70,448 193,627 0.4

 （３）臨時税収補てん 0 0 0 0 0 0.0

 （４）臨時財政対策 24,978,249 0 1,448,500 1,955,555 24,471,194 46.2

合      計 54,301,836 1,239,500 3,923,000 6,518,571 52,945,765 100.0

令和２年度中増減額 令和２年度末

区                分
令和元年度末
現   在   高

令和元年度繰
越分

借  入  額
決  算  額

２  年  度
借  入  額
決  算  額

２  年  度
元金償還額
決  算  額

現  在  高 構成比
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第１０表　市債発行額等の推移

(単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

5,352,700 5,344,400 3,383,200 4,761,200 5,162,500

うち臨時財政対策債 1,808,000 1,840,000 1,744,900 1,413,000 1,448,500

7,643,610 7,398,679 6,928,367 6,701,315 6,806,842

62,173,427 60,332,621 - 55,310,000 54,024,000

60,543,024 58,998,395 55,884,015 54,301,836 52,945,765

1,630,403 1,334,226 - 1,008,164 1,078,235経営健全化計画との差額

市 債 発 行 額

市 債 残 高

元 利 償 還 金

経営健全化計画における市債残高予定

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
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第１１図 市債発行額の推移

市債発行額

臨時財政対策債

元利償還金
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

億円 第１２図 市債残高

市債残高

経営健全化計画における市債残高予定

※平成30年度は、霧島市経営健全化計画（第２次改定）から同計画（第３次）への移行期間にあったことから、

目標値を設定していない。
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（３）経常収支比率 (第１表(P３)参照) 

財政運営にあたっては、常にその健全性の確保に努める必要があり、特に臨時の財政

需要に対する財政の適応力、財政構造の弾力性に配慮しなければならない。 

財政構造の弾力性を判断する最も一般的な指標として用いられている経常収支比率

は、経常的経費に充当された一般財源等（３０８億８，７９８万５千円）が経常一般財

源等（３４１億３，６０４万３千円）に占める割合で示されるものであり、令和２年度

は ９０．５％、前年度の ９２．０％を １．５ポイント改善し、令和元年度全国類

似都市の ９４．３％と比較すると ３．８ポイント下回っている。 

前年度より経常収支比率が改善した主な要因は、普通交付税及び地方消費税交付金

の増加に伴う経常一般財源等が増加したことによるものである。 

経常収支比率は、比率が低いほど、財政構造に弾力性があり、臨時の財政需要に対 

して余裕を持って柔軟な対応ができることから、今後より一層の経常的経費の節減、合

理化に努めるとともに、経常一般財源等の確保に努め、長期的視野に立脚した計画的か

つ安定的な財政運営に努める必要がある。 

※経常収支比率を算出する際の経常一般財源等には、普通交付税の振替措置である臨時財政対

策債 １４億４，８５０万円を含む。 

 

５ 将来にわたる財政負担 

健全な財政運営を行うためには、単年度限りの歳入・歳出決算ばかりではなく、市債や

債務負担行為のように後年度の財政負担となるものや、積立基金のように年度間の財源を

留保するものについても検討し、総合的な財政状況を把握しておくことが必要である。 

 

（１）市債 (第６～７表(P15)、第８～９表(P16)、第 10 表・第 11～12 図(P17)参照) 

令和２年度末の市債現在高は ５２９億４，５７６万５千円となっており、前年度末

（５４３億１８３万６千円）に比べると、１３億５，６０７万１千円、２．５％減少し

ている。この現在高は、令和２年度の市税収入額（１６２億１，１２２万３千円）の 

３．２７倍に相当する額であり、市民一人当たり ４２万３，５９０円（令和元年度全

国類似都市 ３２万４０２円）の借金をしていることになる。 

事業別現在高をみると、地方交付税の振替措置として発行した臨時財政対策債が 

２４４億７，１１９万４千円、構成比 ４６．２％（前年度 ２４９億７，８２４万９

千円、構成比 ４６．０％）と最も多く、次いで、一般単独事業債が １９０億３，０

８３万円、構成比 ３５．９％（前年度 １９６億９，１７４万４千円、構成比 ３６．

３％）、学校教育施設等整備事業債が ２９億２，１０３万９千円、構成比 ５．５％

（前年度 ２８億３，４６４万４千円、構成比 ５．２％）となっており、これらで全

体の ８７．６％を占めている。 

令和２年度に発行した市債の主な内訳は、牧園総合支所新庁舎等整備事業、市地域情

報基盤整備事業、小中学校校舎等大規模改修等に充当した合併特例債が ２１億６７

０万円、地方交付税（普通交付税）の振替措置として発行した臨時財政対策債が １４

億４，８５０万円、常備消防車両更新事業等に充当した緊急防災・減債事業債が ２億

９，１９０万円となっている。 
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借入先別現在高は、政府資金が ２９６億９，６５９万７千円で全体の ５６．２％

を占め（前年度 ３０２億５３３万円、構成比 ５５．７％）、次いで市中銀行 ８４

億７，０３７万５千円、構成比 １６．０％（前年度 ７７億６，９４３万５千円、構

成比 １４．３％）、地方公共団体金融機構資金（旧公営企業金融公庫資金を含む。） 

７０億５，１８７万３千円、構成比 １３．３％（前年度 ７６億９，７２７万３千円、

構成比 １４．２％）、その他の金融機関 ６４億７，０３６万２千円、構成比 １２．

２％（前年度 ７２億５，８０８万３千円、構成比 １３．３％）の順となっている。 

公債費は、極めて硬直性が強い経費であり、財政の健全性を悪化させる大きな要因

になるため、市債発行の「協議制度」移行に伴い導入された実質公債費比率（公債費

による財政負担の程度を示す指標で、１８％以上の団体は、市債発行に対し総務大臣

等の許可が必要となる。１８％未満であることなどの要件を満たせば、民間資金債の

発行においては協議が不要とされ、事前届出で足りる。なお、当該比率には、公営企

業や一部事務組合の公債費に対する繰出金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費

に準ずるもの等も算入される。）の動向には、常に留意する必要がある。 

本市の令和２年度の実質公債費比率（３か年平均）は ６．５％で、前年度（６．

７％）より ０．２ポイント改善している。 

市債を活用した普通建設事業の実施が、実質公債費比率を上昇させることになるた

め、当該事業の実施やそれに伴う市債の発行については、「霧島市経営健全化計画（第

３次）」に基づき、後年度の財源見通しや財政負担の限度等を考慮し、残高の縮減に努

めていく必要がある。 

 

 （２）債務負担行為 (第 11 表(P21)参照) 

令和２年度末における債務負担行為に基づく令和３年度以降の支出予定額は、３８

億４，２５４万１千円で、前年度（５５億９，２２２万８千円）に比べ、１７億４，９

６８万７千円、３１．３％の減となっている。これは、牧園総合支所新庁舎等整備事業

（６億３２１万８千円の減）等の影響によるものである。 

また、その額は歳出決算額（７８３億１，０９８万３千円）の ４．９％に当たり、

市債現在高（５２９億４，５７６万５千円）と合わせると ５６７億８，８３０万６千

円となり、これは歳出決算額の ７２．５％に当たる。 
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（３）積立基金 (第 12 表(P21)、第 13 表・第 13 図(P22) 参照) 

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保することにより財政の健全な運営を

図るために必要な積立基金は、令和２年度末現在高で ２１２億４，０２９万円１千円

となっており、前年度末（２１８億３，９６４万円）と比べ ５億９，９３４万９千円、

２．７％減少した。積立基金現在高の内訳は、年度間の財源調整を行うための財政調整

基金が ７８億２２０万７千円（前年度 ８８億１，２８３万３千円、対前年度 １０

億１，０６２万６千円、１１．５％減）と最も多く、次いで公共施設整備等のための特

定建設事業基金が ３８億３，５２０万２千円（前年度 ３８億１，６３５万８千円、

対前年度 １，８８４万４千円、０．５％増）、市債の償還を計画的に行うために資金

を積み立てる減債基金が ２５億９，４６６万円６千円（前年度 ２５億９，２３８万

円、対前年度 ２２８万６千円、０．１％増）、高齢者の保健及び福祉施策の推進等の

ための地域福祉基金が １６億７，７６０万２千円(前年度同額）、寄附者の意向を反

映した施策を効果的に運用するために寄附金を積み立てるふるさときばいやんせ基金

が １５億９，６３４万９千円（前年度 １０億５，２３０万８千円、対前年度 ５億

４，４０４万１千円、５１．７％増）の順となっている。 

今後は、教育施設や主要幹線道路の整備などのハード事業だけではなく、少子・高齢

化に対応するための地域保健福祉施策の充実等、ソフト事業においても多額の財源が

必要となってくる。 

また、地方交付税や国県支出金、市債等をはじめとする依存財源の占める比率や、全

国類似都市の中では、景気動向に影響を受けやすい法人市民税の占める割合が比較的

高いという本市の歳入構造から、経済の好不況が各年度の財政運営に大きな影響を与

えることになる。 

このため、中長期的な財政収支の均衡を保持し、将来においても安定した財政運営を

行うことができるように計画的な基金積立を行っていく必要がある。 
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第１１表　債務負担行為の状況

歳出の状況及び今後の支出予定額の状況 （単位：千円、％）

第１２表　基金の状況

（単位：千円、％）

一般財源等 計

物 件 の 購 入 等 に 係 る も の 665,478 20,152 645,326 3,202.3 0 0 0

区　　　　　分 令和２年度 令和元年度

比　　　　較 令 和 ３ 年 度 以 降 支 出 予 定 額

増減額 増減率
国・県
支出金

地方債 その他

0 0

0

そ の 他 1,583,560 1,802,671 ▲ 219,111 ▲ 12.2 8,502 0 582,799

債 務 保 証 又 は
損 失 補 償 に 係 る も の

0 0 0 0.0 0 0 0 0

3,251,240 3,842,541

区　　　　　分
令和２年度末

現在高
令和元年度末

現在高
増減額 増減率 備　考

3,251,240 3,842,541

合　　　　　計 2,249,038 1,822,823 426,215 23.4 8,502 0 582,799

減 債 基 金 2,594,666 2,592,380 2,286 0.1

積
　
　
　
　
立
　
　
　
　
基
　
　
　
　
金

財 政 調 整 基 金 7,802,207 8,812,833 ▲ 1,010,626 ▲ 11.5

特
　
　
定
　
　
目
　
　
的
　
　
基
　
　
金

特 定 建 設 事 業 基 金 3,835,202 3,816,358 18,844 0.5

職 員 退 職 手 当 準 備 基 金 564,593 564,520 73 0.0

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 45,711 53,639 ▲ 7,928 ▲ 14.8

地 域 福 祉 基 金 1,677,602 1,677,602 0 0.0

国 際 交 流 基 金 267,349 287,019 ▲ 19,670 ▲ 6.9

鹿 児 島 空 港 周 辺 地 域 環 境 整 備 基 金 304,713 306,588 ▲ 1,875 ▲ 0.6

関 平 鉱 泉 施 設 整 備 基 金 114,834 150,516 ▲ 35,682 ▲ 23.7

文 化 振 興 基 金 102,790 102,769 21 0.0

青 少 年 育 成 基 金 25,020 25,020 0 0.0

溝 辺 町 地 域 環 境 整 備 事 業 基 金 8,300 10,863 ▲ 2,563 ▲ 23.6

ふ る さ と き ば い や ん せ 基 金 1,596,349 1,052,308 544,041 51.7 平成20年度設置

ま ち づ く り 基 金 1,563,855 1,673,681 ▲ 109,826 ▲ 6.6 平成19年度設置

衛 生 施 設 整 備 基 金 702,127 701,426 701 0.1 平成29年度設置

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 寄 附 金 等 に よ る
環 境 ま ち づ く り 基 金

18,656 12,118 6,538 54.0 平成28年度設置

計 21,240,291 21,839,640 ▲ 599,349 ▲ 2.7

小　　　　　計 10,843,418 10,434,427 408,991 3.9

16 0.0

定
額
運
用
基
金

土 地 開 発 基 金 3,314,736 3,312,535 2,201 0.1

農 業 経 営 振 興 資 金 貸 付 基 金 55,764 55,644 120

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 16,317 16,317 皆増 令和元年度設置

合　　　　　計 24,767,503 25,364,515 ▲ 597,012 ▲ 2.4

0.2

計 3,527,212 3,524,875 2,337 0.1

家 畜 導 入 資 金 貸 付 基 金 156,712 156,696
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第１３表　積立基金残高
（単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

積 立 基 金 残 高 22,196,322 23,172,084 22,463,446 21,839,640 21,240,291

うち財政調整に活用可能な３基金 16,557,090 16,747,045 15,712,838 15,221,571 14,232,075
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240

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
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第１３図 積立基金残高と財政調整・減債・特定建設事業基金残高

積立基金残高

うち財政調整に活用可能な３基金

※財政調整に活用可能な３基金とは、財政調整基金、減債基金、特定建設事業基金をいう。
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 （４）今後の財政運営のあり方 

財政状況を正確に把握するためには、単年度の各種財政指標の分析のみでなく、当該

年度の特殊事情や過去の決算推移の状況等を総合的に勘案し判断することが必要であ

るとともに、長期的視野に立脚し、後年度の財政運営に関する配慮が十分になされてい

るか留意する必要がある。 

令和２年度の本市の財政状況を分析してみると、令和元年度に対して、経常収支比率

は １．５ポイント改善、市債残高は縮小傾向にあり、基金残高は全国の類似都市より

も高い状況である。これは、令和元年度に引き続き、経営健全化に向けた取組みを推進

した結果と言える。 

政府は、令和３年６月１８日に「経済財政運営と改革の基本方針２０２１～日本の未

来を拓く４つの原動力～」を閣議決定し、新型コロナウイルス感染症の厳しい経済的な

影響に対し、引き続き支援策を講じ、事業の継続と雇用の確保、生活の下支えに万全を

期すとともに、成長を生み出す４つの原動力として、グリーン社会の実現、デジタル化

の加速、地方創生、子育て支援を掲げ、重点的に投資することとしている。また、地方

行財政改革については、地方行財政の見える化、公営企業の経営改革などを引き続き推

進するとともに、地方財政データの迅速な公表に取り組むこととしている。 
本市においては、市税をはじめとする自主財源の比率が ３１．７％と、全国類似都

市と比較しても低く、依然として地方交付税、国県支出金、市債等依存財源の比率が高

い現状にある。そのため、国の動きに注視しつつ、今後も積極的な財源確保に努める必

要がある。また、ますます増加が見込まれる扶助費やハード整備などの投資的経費の規

模の適正化を図ることが「持続可能な財政」を構築する上での前提となることから、地

域経済へ与える影響に十分に配慮しつつ、これらの経費を精査していくことが肝要で

ある。加えて、基金残高は平成２９年度をピークに減少していることから、持続可能な

健全財政に向けて、基金の涵養を図るとともに、市債の発行や債務負担行為の設定等に

ついても慎重を期すことで、中長期的な財政収支の均衡を図り、健全財政の堅持に努め

なければならない。 

これらの現状と課題を踏まえ、本市行財政の方向性を示した「霧島市行政改革大綱

（第３次）」及び令和３年度に策定する「霧島市経営健全化計画（第４次）」の下、身

の丈にあった行財政運営を行うことが基本であることを改めて認識し、財政基盤の強

化を図りながら限りある財源をより効果的・効率的に執行していくとともに、「霧島市

公共施設管理計画」などに基づいた行政サービスの最適化を図ることにより、将来にわ

たって持続可能な行財政運営を推進していくことが必要である。 
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<  資  料  >

（単位：千円）

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

市税決算額 15,689,014 16,163,788 16,388,407 16,333,637 16,211,223

地方交付税（臨財債除く） 15,826,050 15,055,957 14,316,987 14,190,691 14,537,875

普通交付税 14,270,919 13,592,232 12,856,434 12,716,116 13,067,078

特別交付税 1,555,131 1,463,725 1,460,553 1,474,575 1,470,797

臨時財政対策債（臨財債） 1,808,000 1,840,000 1,744,900 1,413,000 1,448,500

地方交付税（臨財債含む） 17,634,050 16,895,957 16,061,887 15,603,691 15,986,375

※平成28年度から平成30年度の特別交付税は「震災復興特別交付税」を含む。

　 平成28年度：57千円、平成29年度：39千円、平成30年度：39千円

市税決算額と地方交付税の推移
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特別交付税と臨時財政対策債の推移

特別交付税

臨時財政対策債（臨財債）
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<  資  料  >

霧島市の概要（令和３年１月１日現在）

人 平成27年国勢調査 125,857 人

口 平成22年国勢調査 127,487 人

住民基本台帳人口 124,993 人

面      積 603.18 k㎡

人口密度 207.2 人／k㎡

※文中にある「市民一人当たり」の算出に用いる人口は「住民基本台帳人口」である。

(単位：人，％)

平成27年国勢調査 平成22年国勢調査 就業者数

就 業 者 数 構成比 就 業 者 数 構成比 伸 び 率

産   第１次産業 3,069 5.5 3,480 6.2 ▲ 11.8

業   第２次産業 14,872 26.7 15,183 26.9 ▲ 2.0

構   第３次産業 36,519 65.6 35,274 62.5 3.5

造   分類不能 1,245 2.2 2,523 4.4 ▲ 50.7

(参 考)

令和２年度 会計別 決算の状況

(単位：千円，％)

歳      入 歳      出 歳入歳出 翌年度へ繰り 実 質 収 支

総  額 伸率 総  額 伸率 差    引 越すべき財源 総  額 伸率

一般会計  82,031,456 29.0 78,324,754 28.5 3,706,702 1,005,345 2,701,357 37.6

14,952,530 ▲ 0.6 14,806,081 0.5 146,449 0 146,449 ▲ 53.7

1,544,568 12.1 1,537,823 12.1 6,745 0 6,745 10.0

介護保険特別会計 11,495,123 1.8 11,067,789 0.5 427,334 0 427,334 52.7

24,423 8.6 8,922 ▲ 20.8 15,501 0 15,501 38.1

温泉供給特別会計 72,915 2.5 66,432 ▲ 0.9 6,483 0 6,483 57.7

合      計 110,121,015 20.5 105,811,801 20.0 4,309,214 1,005,345 3,303,869 28.0

会   計   名

区      分

交通災害共済事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計  
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〈　資　料　〉　

入湯税等の充当事業　　

(１)入湯税の充当事業

（単位：千円）

うち入湯税

31,284 2,793 22,800 286 5,405 2,690

8,031 8,031 6,022

101,265 15,177 86,088 45,580

観光宣伝 18,953 18,953 8,527

イベント 9,473 1,250 8,223 6,002

団体への補助等 72,839 13,927 58,912 31,051

140,580 2,793 22,800 15,463 99,524 54,292

(２)都市計画税の充当事業

（単位：千円）

うち都市計画税

１　土地区画整理事業 427,306 68,902 20 50,737 1,224 306,423 263,118

住宅市街地総合整備事業 242 242

麓第一地区 69,700 3 300 69,397

浜之市地区 67,531 3 292 67,236

隼人駅東地区 289,833 68,902 14 50,737 632 169,548

２　街路事業 509,256 218,955 193,600 46,838 49,863 49,863

街路事業 452,376 190,628 166,900 46,700 48,148

まちづくり交付金事業 56,880 28,327 26,700 138 1,715

３　公園事業 178,850 58,500 120,350 113,764

公園整備事業等 178,850 58,500 120,350

４　公債費 151,296 151,296 103,978

都市計画事業 147,036 147,036

公園事業 4,260 4,260

1,266,708 346,357 20 244,337 48,062 627,932 530,723合　　　　　　　計

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

令和２年度
事　業　費

１　消防施設等整備事業

２　観光施設整備事業

３　観光振興事業

合　　　　　　　計

事業名

事業名
令和２年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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（３）地方消費税交付金の充当事業

（単位：千円）

(４)航空機燃料譲与税の充当事業

（単位：千円）

うち航空機
燃料譲与税

１　騒音等障害防止 267,424 140,445 53,157 28,141 45,681 13,953

住宅の騒音防止 1,395 131 1,079 185

学校・病院等の騒音防止 252,637 140,314 53,157 26,100 33,066

共同利用施設の整備 12,430 12,430

テレビ受信料助成 962 962

その他

２　空港の整備及び維持管理

３　空港に関連する道路等の整備 222,048 55,886 166,162 20,077

道路の整備 215,148 55,886 159,262

公園の整備 6,900 6,900

４　消防設備の整備 9,892 2,743 2,743 4,406 4,406

消防施設の整備・建設 9,892 2,743 2,743 4,406

499,364 199,074 53,157 2,743 28,141 216,249 38,436

(５)森林環境譲与税の充当事業

（単位：千円）

１　担い手育成・確保 1,635 1,635 1,635

２　生産基盤整備 4,773 4,773 4,773

３　森林整備・森林管理 34,467 34,467 26,201

４　木材利用促進 2,136 2,136 2,136

43,011 43,011 34,745

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

事　業　名
令和２年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 うち森林
環境譲与税

23,810,206

事業名

１　社会福祉

社会福祉費（障がい者、高齢者等）

児童福祉費

生活保護費

２　社会保険（国民健康保険、介護保険）

３　保健衛生（予防費、健康増進費等）

合　　　　　　　計

18,178,000

4,826,264

10,364,030

2,987,706

2,653,502

2,978,704

令和２年度
事　業　費

479,699

89,124

1,423,671

5,465,215

1,648,728

3,095,164

721,323

1,903,113

2,563,140

9,931,468

うち、地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

一般財源

854,848

事業名
令和２年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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